
　不動産に関することでお困りの方はご利用下さい。
■日　時　　毎週月曜日・水曜日・金曜日（祝日等除く）

　　　　　　午前10時〜12時・午後1時〜3時

■場　所　　（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会４階相談室

　　　　　　鹿児島市上之園町24ー4

　　　　　　電話番号099ー297ー4300

※来所又は電話でご相談下さい。

（予約不要・先着順）

■内　容　　不動産業界に関する一般相談・不動産取引

のトラブル相談・協会会員の業務上の相談

■相談料　　無料

■その他　　上記の相談で問題が解決しない場合は、毎月２回、弁護士による相談日を設

けてありますので、相談員に申し出て下さい。

弁護士への相談料（30分以内）は、当協会が負担します。

不動産相談所ご案内

●宅地建物取引業の免許更新（免許権者への手続き）

　免許の更新申請は、免許の有効期間満了の日の90日前から30日前までに手続きをしなけ

ればなりません。（宅地建物取引業法施行規則第3条）

※免許更新をせず免許が失効すると、新たに免許を取得し、分担金の供託が完了するまで

営業ができなくなります。

●変更の届出（免許権者及び宅建協会への手続き）

　次に掲げる事項に変更があった場合は、30日以内に免許を受けた国土交通大臣又は鹿児

島県知事に届け出なければなりません。（宅地建物取引業法第9条）

　　①商号又は名称、②代表者・法人の役員・政令で定める使用人、

　　③事務所の名称及び所在地、④専任の宅地建物取引士

　同様に、宅建協会にも変更があった日から30日以内に支部を通じて届け出なければなり

ません。（会員の入会及び退会に関する規程第13条）

免許更新や変更届出の手続きはお早めに！免許更新や変更届出の手続きはお早めに！

鹿
児
島
中
央
駅

鹿
児
島
本
線

●
南国
センタービル

●
鹿児島中央
ターミナルビル

●ひまわり病院

ナポリ通り

甲南通り ●TSUTAYA

●甲南高校正門

甲南高校

●共研公園

●イオン
　鹿児島中央店

●鹿児島東急REI ホテル

セブン●
イレブン

鹿児島県宅地
建物取引業協会

N

赤は太陽

緑は大地 白は公正

発 行 日
発 行 所

発 行 人
編 集 人

令和２年９月20日
（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会
（公社）全国宅地建物取引業保証協会 鹿児島本部
会　　長　岩　川　初　男
広報部長　丸　峯　正　史

〒890-0052　鹿児島市上之園町 24-4
TEL 099-252-7111　FAX 099-257-1452

URL http://www.k-takken.com
E-mail  info@k-takken.com

検 索鹿児島　宅建

令和２年９月末日 会員数1,510
（正会員1,402　準会員108）

「甑島の甑大橋」（薩摩川内市）

No.178
2020秋



中甑島側から望む甑大橋。
晴天時は青い海と空を背景に海上ドライブが楽しめる。

元・薩摩川内市地域おこし協力隊の純浦彩さんが
原型を手掛けた、欄干のウミネコ像。

表紙写真 「甑島の甑大橋」（薩摩川内市）

CONTENTS ハトサポリニューアル、研修動画紹介─ ３

重要事項説明に水害ハザードマップに

関する項目を追加 ─────── ４〜５

税情報「土地や建物を売ったとき」 ６～７

　　　「低未利用土地等の譲渡に係る

　　　 100万円特別控除」────── ８

お知らせ、ホームページ情報 ───── ９

敬老お祝い特集 ────── １０〜１１

会員統計情報 ────────── １１

支部だより ──────── １２〜１８

主な会務報告 ────────── １８

新入会員、退会会員、各種お知らせ   ─ １９

　甑島は、川内川河口（鹿児島県本土）から西方約30kmの東シナ海上に位置する、人口約4,000人の島群で

す。上甑島、中甑島、下甑島の有人３島と多数の無人島から構成されており、総面積は約120㎢に及びます。

　島名の由来は諸説ありますが、上甑島と中甑島の間にそびえる巨石の形が、古代の蒸し器「こしき」に似て

いることから付けられたようです。

　これまで、3島間を行き来する手段は航路しかなく、陸路で「甑がひとつ」になることは島民の長年の悲願

でした。島間架橋の建設が進められた結果、平成5年に「甑大明神橋」と「鹿の子大橋」が開通して上甑島と

中甑島が繋がり、残された下甑島も、今回の「甑大橋」の完成により一つに結ばれ、ついに「甑はひとつ」が

実現しました。

　今回開通した「甑大橋」は、中甑島と下甑島を繋ぐ、全長1,533mの架橋で、現時点では鹿児島県内最長と

なります。橋の建設については、約30年前、旧4村（里村・上甑村・下甑村・鹿島村）時代から幾多の要望を

重ね、市町村合併を経て平成18年度に事業化されました。その後、平成23年度には本体工事に着工し、9年後

の令和2年8月29日に開通の運びとなりました。総事業費は約230億円（工区総事業費は320億円）で、「甑大

橋」の名称は、薩摩川内市が公募し、鹿児島県が決定したものです。

　国定公園にも指定されている美しい海や雄大な景色といった従来の魅力に加え、時間や天候に左右されるこ

となく、島間の自由な往来ができるようになった甑島。橋の開通は、「新しい甑島」のスタートを予感させ、

甑島の更なる発展を期待させてくれます。

写真提供：薩摩川内市
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　甑島は、川内川河口（鹿児島県本土）から西方約30kmの東シナ海上に位置する、人口約4,000人の島群で

す。上甑島、中甑島、下甑島の有人３島と多数の無人島から構成されており、総面積は約120㎢に及びます。

島名の由来は諸説ありますが、上甑島と中甑島の間にそびえる巨石の形が、古代の蒸し器「こしき」に似てい

ることから付けられたようです。

これまで、3島間を行き来する手段は航路しかなく、陸路で「甑がひとつ」になることは島民の長年の悲願で

した。島間架橋の建設が進められた結果、平成5年に「甑大明神大橋」と「鹿の子大橋」が開通して上甑島と

中甑島が繋がり、残された中甑島と下甑島も、今回の「甑大橋」の完成により一つに結ばれ、ついに「甑はひ

とつ」が実現しました。

　中甑島側から望む甑大橋。

　晴天時は青い海と空を背景に海上ドライブが楽しめる。

　元・薩摩川内市地域おこし協力隊の純浦彩さんが原型を手掛けた、欄干のウミネコ像。今回開通した「甑大

橋」は、中甑島と下甑島を繋ぐ、全長1,533mの架橋で、現時点では鹿児島県内最長の長さを誇ります。橋の

建設については、約30年前、旧4村（里村・上甑村・下甑村・鹿島村）時代から幾多の要望を重ね、市町村合

併を経て平成18年度に事業化されました。その後、平成23年度には本体工事に着工し、9年後の令和2年8月

29日に開通の運びとなりました。総事業費は約230億円（工区総事業費は320億円）で、「甑大橋」の名称

は、薩摩川内市が公募し、鹿児島県が決定したものです。

　時間や天候に左右されることなく、島間の自由な往来ができるようになった甑島。橋の開通は、「新しい甑

島」のスタートを予感させ、甑島の更なる発展を期待させてくれます。国定公園の指定を受け、美しい海と雄

大な景色が魅力の甑島です。

写真提供：薩摩川内市
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　全宅連は、8月19日に会員業務支援サイト「ハトサポ」

をリニューアルし、新ハトサポをリリースしました。

　新ハトサポでは、デザインが一新された他、「ハトマー

クＷｅｂ書式作成システム」や「特約・容認事項文例集」

（東京都宅建協同組合提供）、「法令改正情報」の検索性

向上等の新たなコンテンツの提供を開始しました。

　また、9月 15日に一般向けサイトのデザイン等も一新

しています。

　全宅保証と不動産流通推進センターの研修動画（Ｗｅｂ研修）を紹介します。

　宅建協会では、県内で新型コロナウイルス感染者が発生して以来、感染リスクを避けるため、研

修会やブロック会などの開催が難しい状況が続いています。そこで、本年度の宅建協会主催研修会

は、全宅保証のＷｅｂ研修動画を活用した研修を行います。詳しくは、研修案内及び研修資料をお

送り致しまので、ご確認ください。

１．（公社）全国宅地建物取引業保証協会　Web 研修
　上記「ハトサポ」のコーナーには、

以前から全宅保証が行っている「Ｗｅ

ｂ研修」があります。

　「不動産実務セミナー 2019 特設ペー

ジ」は、「民法（債権法）改正にともな

う不動産取引実務上の留意点」など、「ト

ピックス　シンポジウム等」は、「国土

交通省　低未利用地の利活用促進に向

けた長期譲渡所得の 100 万円控除について」などの研修動画が視聴できます。

２．（公財）不動産流通推進センター　研修動画サイト The Library（ザ・ライブラリー）
　（公財）不動産流通推進センターは、

不動産業界で働く方に向けて 40 年に

わたり講習事業を行っています。不動

産業界の皆様に視聴していただきたい

選りすぐりの講義動画を数多く提供す

るため研修動画サイト「ザ・ライブラ

リー」を 8 月 25 日からオープンし、

14 本の動画を公開しました。研修動

画には、無料動画と有料動画があり、

毎月 5～ 10 本の動画公開を予定しています。

※フォローアップカレッジ 2020 会員の皆様へ

　ザ・ライブラリー掲載の動画は、カレッジ会員向けの動画と重複していますので、ご注意ください。

会員業務支援サイト「ハトサポ」をリニューアル

研修動画の紹介
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重要事項説明に水害ハザードマップに関する項目を追加 　洪水・雨水・高潮それぞれのハザードマップを当該市町村に照会し、取引の対象となる宅地又は

建物の位置を含む水害ハザードマップが作成されていない、又は印刷物の配布若しくはホームペー

ジ等への掲載等をしていないことが確認された場合は、提示すべき水害ハザードマップが存しない

旨の説明を行う必要があります。

【記載例３】　水害ハザードマップが作成されていない場合

水害ハザード

マップの有無

洪水	 □有　図面名称：	 ☑無　（照会先：○○市役所○○課）

雨水出水（内水）	□有　図面名称：	 ☑無　（照会先：○○市役所○○課）

高潮	 □有　図面名称：	 ☑無　（照会先：○○市役所○○課）

水害ハザード

マップにおけ

る宅地建物の

所在地

□�該当する図面（ハザードマップ）における当該宅地建物の所在地については別紙のとおりです。

　なお、水害ハザードマップに記載されている内容については今後変更される場合があります。

○○市においては、水防法に基づく水害ハザードマップは作成されておりません。

　ハザードマップポータルサイト

　https://disaportal.gsi.go.jp/

国土交通省において、各市町村が作成した

ハザードマップへリンクし、地域ごとの様々

な種類のハザードマップを閲覧できるサイト

（ハザードマップポータルサイト）を作成して

います。

　「ハザードマップポータルサイト」で検索し

てください。

こちらのサイトで確認できない場合には、

各市町村にお問い合わせください。

鹿児島市の場合、「かごしまⅰマップ」で、河川（稲荷川・甲突川・新川・永田川）の洪水浸水想

定区域（想定最大規模）を調べることができます。下記マップは宅建協会（＋印）周辺の洪水浸水

想定区域マップです。

　この「かごしまⅰマップ」では、「土砂災害警戒区域」や「津波浸水想定区域」なども調べるこ

とができます。



11月11日〜11月17日は『税を考える週間』です。
（国税庁ホームページより）
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その他の税情報についても、国税庁ホームページをご覧ください。
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11月11日〜11月17日は『税を考える週間』です。
（国税庁ホームページより）
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低未利用土地等の譲渡に係る 100万円特別控除
１．特例を受けるための要件

この特例は、令和 2年 7月 1 日から令和 4年 12 月 31 日までの間に行う土地等の譲渡で、以

下の要件を満たす場合に、当該個人の長期譲渡所得から 100 万円を控除するものです。

⑴　譲渡した者が個人であること

⑵　譲渡の年の 1月 1日において、その土地等の所有期間が 5年を超えていること

⑶　譲渡した土地等が以下の要件を満たすこと

　①都市計画区域内にあること

　②その土地等及び土地上の建物の譲渡価額の合計が 500 万円以下であること

　③�その土地等が「低未利用土地等に該当すること」及び「買主が取得後に利用する意向がある

こと」等について、市区町村長の確認がなされたものであること

※なお、以下の場合にはこの特例の適用はできません。

　①特別の関係にある者（配偶者、親子、生計を一にする親族等）に譲渡した場合

　②その土地等の譲渡について、他の控除制度の適用を受ける場合

　③�適用を受けようとする低未利用土地等と一筆であった土地から分筆された土地等の譲渡につ

いて、前年又は前々年にこの特例を受けていた場合　等

２．低未利用土地等確認申請の添付書類のうち宅地建物取引業者が作成する書類
この特例の適用を受けようとする者は、市区町村において上記⑶の③の確認を受けたことを証

する書類（以下「低未利用土地等確認書」という。）を確定申告書に添付することとなります。

低未利用土地等確認書の発行を受けるためには、当事者（売主）は市区町村に対して申請書を

提出する必要があります。申請書に添付する書類のうち、次の書類は宅地建物取引業者が作成す

る書類です。なお、各書類の様式（下記「別記様式」）は市区町村にお問い合わせください。

⑴　譲渡前に低未利用土地等であったことの確認（売主が書類を用意できない場合）

　�　譲渡した土地等が譲渡前に低未利用土地等であったことについて、その確認に必要な書類を

売主自身が用意できない場合は、宅地建物取引業者が低未利用土地等であることを証する書類

によって代えられることとしています。

　�　宅地建物取引業者は、仲介した物件か否かに関わらず、売主からの添付書類作成の依頼に応

じたときは、現地調査等を行った上で、当該物件が譲渡前に低未利用土地等であったことを確

認した場合は、添付書類（別記様式①−２）に必要事項を記入し、署名押印して売主に渡して

ください。

⑵　譲渡後の買主の利用についての確認（宅地建物取引業者が仲介の場合）

　�　宅地建物取引業者は、売買の仲介を行う土地等について、売主に対して本措置内容を説明の

上、売主より本措置の利用意向が示された場合、売買契約時に、買主に対し、当該土地等の利

用意向を確認した上で、添付書類（別記様式②−１）に利用用途の見込み、利用開始予定時期

等を記入し、買主にも署名押印を求めてください。必要事項をすべて記入した後、宅地建物取

引業者は、買主の個人情報保護のため、封をすること等により売主が内容を確認できないよう

配慮した上で、売主に渡してください。

⑶　譲渡後の買主の利用についての確認（売主が書類を用意できない場合）

　�　⑵において買主の署名が得られない場合等、買主による取得後の利用意向を確認するための

書類を売主が用意できない場合は、譲渡後に実際に利用されていることを宅地建物取引業者が

証する書類によって代えられることとしています。

　�　宅地建物取引業者は、仲介した物件か否かに関わらず、売主からの添付書類作成の依頼に応

じたときは、現地調査等を行った上で、譲渡後の当該物件の利用が確認された場合は、添付書

類（別記様式③）に必要事項を記入、署名押印し、封をする等個人情報保護に配慮して売主に

渡してください。




